
 

 

 

 

「原子力安全改革プラン進捗報告（2016 年度第 3 四半期）」について 

 

2017 年 2 月 10 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は 2013 年 3 月 29 日に「福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラン」を     

お示しし、定期的に進捗状況を公表することとしておりますが、このたび、2016 年度     

第 3 四半期における原子力安全改革プランの進捗状況をとりまとめましたので、お知らせ

いたします。 

 

 

（配布資料） 

・ 「原子力安全改革プラン進捗報告（2016 年度第 3 四半期）」の概要 

・ 「原子力安全改革プラン進捗報告（2016 年度第 3 四半期）」 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 報告書本文（９１ページ）は、発電所ホームページを参照ください。 
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原⼦⼒安全改⾰プラン進捗報告の概要 ＜2016年度第3四半期＞
 「福島原⼦⼒事故を決して忘れることなく、昨⽇よりも今⽇、今⽇よりも明⽇の安全レベルを⾼め、⽐類無き安全を創造し続ける原⼦⼒事業者になる」との決意を実現するため、
2013年4⽉から「原⼦⼒安全改⾰プラン」を推進し、世界最⾼⽔準の発電所を⽬指す活動を継続中

 原⼦⼒安全改⾰プランに対する⾃⼰評価結果から、組織のガバナンスと⼈財育成を強化する必要性が確認された。これを受け、基本⽅針や優先事項の共有、必要な改善の迅速な実
⾏、管理職によるフォローアップの徹底を促すガバナンス強化策として、マネジメントモデルの確⽴と展開を推進中

 また、原⼦⼒⼈財育成センターを中⼼に、世界最⾼⽔準の技術⼒およびマネジメント⼒を体系化し、育成活動を本格化

福島第⼀原⼦⼒発電所 福島第⼀・福島第⼆原⼦⼒発電所共通
ヒューマンエラーや地震による原⼦炉注⽔設備、使⽤済燃料プール冷却設備が停⽌

 福島第⼀で、12⽉4⽇に1〜3号機の使⽤済燃料プールの冷却、12⽉5⽇に3号機原⼦炉への注⽔が停
⽌した。福島第⼆で、11⽉22⽇に3号機の使⽤済燃料プールの冷却が停⽌した

 既に崩壊熱が⼩さいことと速やかな復旧作業により、環境への影響はなかった
 しかしながら、⼀つのヒューマンエラーや、地震に付随して想定される程度の使⽤済燃料プールの⽔位変動
により重要機器が停⽌したことは、作業者の意識⾯と設備の設計⾯において弱さがあった

 また、原⼦炉への注⽔や使⽤済燃料プールの冷却が停⽌することは、福島県をはじめ社会のみなさまが不
安になる事態であり、安⼼のための情報を迅速に提供すべきであった

 上記の課題を踏まえて、12⽉5⽇に発せられた社⻑指⽰の下、再発防⽌対策を推進中

柏崎刈⽻原⼦⼒発電所

福島原⼦⼒事故の経験を教訓として、地震・津波のみならず、過酷事故を引き起こす可能性がある
ハザードに対する安全対策を進⾏中

 原⼦炉注⽔機能として追設した⾼圧代替注⽔系ポンプは、保守点検のしやすさを向上させるための改善
（付属設備の配置変更等）を実施中（7号機）

 本設の電源が失われた際に電気を供給するためのガスタービン発電機⾞の設置を進⾏中
• 1〜4号機⽤の2台の設置が10⽉12⽇に完了（海抜21m）、6/7号機⽤を7号機タービン建屋脇
（海抜12m）に設置するための基礎⼯事を進⾏中

1. 各発電所における安全対策の進捗状況
福島第⼀では、1号機の原⼦炉建屋の全ての壁パネルの取り外しが完了。陸側遮⽔壁は、間詰⼯事による⽌⽔の強化、⼭側で凍結をせずに残していた7箇所のうち2箇所の凍結を開始
福島第⼀と福島第⼆で、ヒューマンエラーや地震によって原⼦炉への注⽔設備や使⽤済燃料プールの冷却設備が停⽌したことを踏まえ、作業者の重要設備への注意喚起、脆弱な設備の改善に取り組む
柏崎刈⽻は、引き続きあらゆるハザードに対する安全対策を着実に実施している
 3発電所において、労働安全衛⽣法第88条に係る届出不備25件、労働安全衛⽣規則第276条に係る検査不備5件が判明したことから、これらを直ちに是正し、再発防⽌対策を徹底する

使⽤済燃料プール内の燃料の取り出し

◆1号機の原⼦炉建屋の全ての壁パネルの取り外しが完了

 9⽉13⽇から壁パネルの取り外し作業に着⼿し、11⽉10⽇に全18
枚の取り外しが完了

 引き続き作業を進め、2020年度内のプール燃料取り出し開始を⽬
指す

全壁パネル取り外し完了

◆3号機の原⼦炉建屋最上階の遮へい体設置作業が完了

 有⼈作業が必要となる原⼦炉建屋最上階の線量低減のため遮へ
い体の設置を進め、12⽉2⽇に設置が完了

 燃料移送容器をプール脇に保持するための⽀持架台を11⽉28⽇
に設置

 プール燃料の取り出しについては、開始時期を2017年度内から
2018年度中頃に⾒直す

7号機 タービン建屋脇の基礎⼯事（コンクリート打設後）

陸側遮⽔壁の⽌⽔効果の確認

 陸側遮⽔壁南側を掘削し、直接⽬視で良
好な凍結状況を確認（11⽉21⽇）

 ⼭側で凍結せず残していた7箇所のうち2箇
所の凍結を開始（12⽉3⽇）

 陸側遮⽔壁の効果を遮⽔壁内外の地下
⽔位の差や各種ポンプによる地下⽔の汲み
上げ量の変化を基に確認

 陸側遮⽔壁運⽤開始前は約400m3／⽇
だった汲み上げ量が、140m3／⽇程度に
低下（2017年1⽉上旬現在）

遮へい体設置状況

陸側遮⽔壁の凍結等による汲み上げ量抑制効果 7号機 ⾼圧代替注⽔系ポンプの設置（柏崎市⻑視察時）
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原⼦⼒安全改⾰プラン進捗報告の概要 ＜2016年度第3四半期＞

安
全
意
識

技
術
⼒

対
話
⼒

安全意識を向上させ
るためのリーダーのふる
まいに関するKPI

【⽬標値：増加傾向】

58.9ポイント（前期⽐ +4.2）

原⼦⼒リーダーから発信されるメッセー
ジについては多くの原⼦⼒部⾨の要
員に読まれているが、より⼀層「ために
なった」と感じさせるメッセージを増加さ
せる

原⼦⼒部⾨全体の
安全意識の向上度
合いに関するKPI

【⽬標値：増加傾向】

61.7ポイント（前期⽐ -2.0）

原⼦⼒安全に関する振り返り活動は
定着している。管理職による現場観
察（マネジメントオブザベーション）に
⼒を⼊れる

平常時の技術⼒に関
するKPI

【⽬標値：2016年度末
に100ポイント以上】

84.7ポイント（前期⽐ +8.5）

原⼦⼒安全を⾼めるための⼈財を計
画的に育成するため、原⼦⼒⼈財育
成センターの取り組みを強⼒に推進す
る

緊急時の技術⼒に関
するKPI

【⽬標値：2016年度末
に120ポイント】

119ポイント（前期⽐ +2.0）

引き続き、緊急時に必要な⼒量を有
した要員を確保していく

対話⼒KPI
（外部）

【⽬標値：前年度⽐プ
ラス】

＜2016年度実績（2015年度⽐）＞
+0.9ポイント（情報発信の質・量）
+1.0ポイント

（広報・広聴の意識・姿勢）

前年度と⽐較して、“良くなった”と評
価される

対話⼒KPI
（内部1）

【⽬標値：増加傾向】

原⼦⼒部⾨全体：79.2ポイント
（前期⽐ +0.4）

原⼦⼒リーダー：82.4ポイント
（前期⽐ -0.4）

引き続き、良好な内部コミュニケーショ
ンの実現に取り組む

対話⼒KPI
（内部2）

【⽬標値：返信率75%
以上，理解度2ポイント
以上】

【2016年度第3四半期から測定
開始】

返信率：32.7％
理解度：2.4ポイント

メッセージを読んだがアンケートには回
答していない場合が多いと評価される

2. 原⼦⼒安全改⾰プラン（マネジメント⾯）の進捗状況

対策3 深層防護提案⼒の強化 対策6 原⼦⼒安全を⾼めるための⼈財の
育成

対策5 発電所および本社の緊急時対応⼒の
強化

対策1 経営層からの改⾰ 対策2 経営層への監視・⽀援強化

対策4 リスクコミュニケーション活動の充実

組織全体が⽬標や相互の役割について共通の理解を持って業務に取り組めるよう、個々の業務の位
置づけや原⼦⼒安全改⾰との関連をマネジメントモデルとして体系化し、これをビジョンやミッ
ション、価値観、基本⽅針とともに明⽰
• 「理想となるふるまい」をまとめた”⾏動基準（ファンダメンタルズ）”を作成
• ファンダメンタルズにより、⾃らの⾏動と理想のふるまいを⽐較することで、不⾜した点を明⽰
し、望ましい⾏動への変化を加速

• さらに、各職位毎に業務上求められる要件を記述した職位記述書、後任の育成と引き継ぎのため
のサクセッションプランを策定中

 ⾃主的な安全性向上活動を活性化するために安全向
上提案⼒強化コンペを実施中
• 第6回コンペで応募のあった286件を審査し、3発電
所合計14件の優良提案候補を選出

• 今期実現した優良提案は2件（累計54件）

 国内外の運転経験（OE）情報の活⽤
• 重要な事故トラブルの概要およびその教訓を理解す
る取組みとして、JCO臨界事故の学習会を実施し
た（福島第⼀／第⼆：12⽉26⽇、柏崎刈⽻：
12⽉26⽇、本社：12⽉21⽇）

優良提案を実現した「津波等で発⽣したガレキを除去す
るための資機材配備 【左】エンジンカッター（福島第
⼆）【右】つかみ機を取付けたバックホウ（柏崎刈⽻）」

 訓練による対応⼒強化
• 今期は3発電所で計9回の総合訓練を実施。その
うち本社合同の緊急時演習は福島第⼀、福島第
⼆各1回実施

• 柏崎刈⽻で採⽤している「⽬標設定会議」を福島
第⼀・第⼆でも導⼊し、短期⽬標を設定し、優先
実施事項等を共有することで、全員⼀丸となった
災害対応を⾏う

• 本社は発電所⽀援を⾃発的に提案するPush型
⽀援を導⼊し、改善を図った

 原⼦⼒⼈財育成センターでは教育訓練プログラムの
再構築を実施中
• 「運転」、「保全」、「燃料」等の現業技術・技能
認定研修の⽬的・教材・試験問題を⾒直し、よ
り体系的かつ実務に即したものへ改善した

• 「原⼦⼒安全の概要」、「リスク評価」等の教育
訓練プログラムを計画中

 過酷事故に⾄らせないための直営技術⼒の向上
• ⽇頃の訓練により習得した直営の技術技能を披
露するとともに、⾃らの技術技能レベルを認識す
る場として3発電所対抗の技術技能競技⼤会を
開催した（10⽉20⽇、21⽇）

 福島第⼀の廃炉事業や柏崎刈⽻の安全対策の取り組み状況等について積極的に情報公開
• 福島原⼦⼒事故後初めて、福島市内の⾼校⽣を対象に福島第⼀の現場⾒学会および意⾒交換
会を実施（11⽉18⽇）

• 新潟県では、地域のみなさまへの説明会、ふれあいトークサロン、サービスホール、発電所⾒学会、コ
ミュニケーションブース等での対話活動を展開している

• 英国経済誌The Economistが柏崎刈⽻を取材（10⽉11⽇）、NHKワールドが増⽥福島第⼀
廃炉推進カンパニープレジデントをインタビュー（10⽉24⽇）

本社対策本部の⽬標設定会議 福島第⼆の総合訓練

 原⼦⼒安全⽂化の状態評価
• 昨年2⽉の柏崎刈⽻に続き、福島第⼆の原⼦⼒安全⽂化の状態評価をインタ
ビューや現場観察を通じて実施（10⽉24⽇〜28⽇）

• 評価の⽬的は、WANO等による第三者レビューに頼らず、⾃ら安全⽂化上の弱
点を特定することで、改善活動を促進すること

• 評価の結果、やるべき事がやりきれていない等の課題を抽出
• 今後、ファンダメンタルズの浸透とマネジメントオブザベーション（管理職による現場
観察）による業務実施状況の確認を通じて、改善を図っていく

 原⼦⼒安全監視室による監視と評価
• 現場は127件の推奨事項のうち94件を改善し、着
実に安全性を向上

• リーダーは個⼈線量拘束値⽬標の⽅針を承認。監
視室は被ばくリスク低減に向けた⽅針の厳格な運⽤
を今後確認

• 緊急時対応⼒が⼤きく改善。監視室は更なるリスク
の洗い出しと事前の計画策定を注視

技術技能競技⼤会（福島第⼆チームの競技）

柏崎刈⽻サービスホールでの説明⾼校⽣による福島第⼀構内⾒学

原⼦⼒安全監視室の活動

マネジメントモデル全体構成図【案】
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２／２１ 審査会合での説明（免震重要棟を自主設備にすること）について

２／２１の原子力規制委員会の審査会合にて、当社は以下の考えに基づき、
「免震重要棟」を「自主設備とする」ことをご説明しています。

■免震重要棟は、新潟県中越沖地震に耐えられるよう設置したものです。
従前はこれを、耐震構造で設置する緊急時対策所と使い分けたいと考えて
いましたが、前回審査会合での議論を踏まえ、使い分けについて新規制基準
に合致させることはできない、と考えました。

■このため、今回、免震重要棟を重大事故対処設備に登録することは取りやめ
ますが、東日本大震災の際、福島第一原子力発電所でも事故対応拠点となった
免震重要棟を予備（サポート) 設備と位置付けたいと思い、自主設備とする
こととしました。

■緊急時対策所としては、5号機緊急時対策所を使用しますが、5号機緊急時
対策所が使用できず、免震重要棟の健全性が確認された場合には、免震重要棟
を使用することとします。

■こうしたことから多様性・多重性を確保したいと考えています。
23



（お知らせメモ） 

 

3 号機中央制御室床下の垂直分離板点検に伴う跨ぎケーブルの確認について 

 

 

2017 年 2 月 21 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

当所においては、中央制御室床下に火災防護等の目的で設置している水平分離板の点

検を実施しておりますが、3 号機については、2017 年 1 月 20 日に完了しております。  

  （2017 年 1 月 23 日お知らせ済み） 

 

水平分離板の点検に引き続き、2 月 18 日より垂直分離板についても点検を実施して

おり、昨日、本来、常用系エリアにケーブルを敷設すべきところ、安全系エリアに異な

る区分を跨いで敷設しているケーブルを 5 本確認しましたのでお知らせいたします。 

 

今回跨ぎケーブルを確認した箇所は、以前行った調査※においては、監視用計算機等が

設置され、物理的に点検が困難と判断していた箇所でしたが、今回の垂直分離板点検に

あわせて設備を移動して確認したものです。 

 

このたび確認された跨ぎケーブルは、全て通信用のＬＡＮケーブルで常用系のケーブ

ルですが、流れる電流が微弱であるため火災の発火源にならないことから、これらのケ

ーブルの火災リスクは小さく、安全系区分への波及的影響は小さいものと考えておりま

す。 

 

今後、当該ケーブルについて是正するとともに、引き続き、同様の点検を行っていな

い箇所についても、計画的に点検を行ってまいります。また、今後の点検や安全対策工

事等を進めていく中で異なる区分を跨ぐケーブルを確認した際は、適切に是正してまい

ります。 

 

 ※ 以前行った調査 

    当所全号機の中央制御室床下および現場ケーブルトレイにおいて、常用系ケーブルと安全系ケーブ

ルおよび異なる区分間の安全系ケーブルの混在の有無を確認するため、2015 年 9 月から 2016 年  

1 月にかけて実施した調査。 

 

 

以 上 
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3号機中央制御室床下の垂直分離板点検に伴う跨ぎケーブルの確認について

安全系の
ケーブル

常用系区分

安全系区分

床板を閉じた状態

常用系に敷設すべきケーブルが
安全系へ混入しており、区分を
跨いでいる状態

区分を跨いだケーブル

床板を開けた状態
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柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉
免震重要棟の審査対応の問題とその原因と対策(概要)

2017年2月23日(木) 東京電力ホールディングス株式会社

※ 資料本文は、発電所ホームページを参照ください。
（柏崎刈羽原子力発電所＞公表資料・データ＞新規制基準適合性に係る審査会合実施状況）

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

全体概要①

【経緯】

2013年12月に、免震重要棟建屋基礎下に基準地震動を入力した解析（2013年の解析）
において基準地震動７波のうち５波で許容値を超えることを確認。

2014年4月に、解放基盤表面を仮定して基準地震動を入力した解析（2014年の解析）
において全ての基準地震動で許容値を超えることを確認。

2015年2月の審査会合では、 「2014年の解析」は解析の精度や信頼性が劣ると考え、
「2013年の解析」の結果に基づき「一部の基準地震動に対する評価としては通常の許
容値を満足しない」と説明。

2017年2月の審査会合では、基準地震動への適合性が論点になると認識し、免震重要棟
だけでは新規制基準を満たすことは難しいことを説明する中で、「2013年の解析」と
「2014年の解析」を適切な説明もなく示したため、これまでと異なる説明となった。
また、免震重要棟が新潟県中越沖地震相当の地震に対して耐えることも端的に説明でき
なかったことから、免震重要棟の耐震性と当社の説明の信頼性に大きな疑義をもたれる
こととなった。

1

免震重要棟は、新潟県中越沖地震相当の地震には十分耐える設備であるが、新規制基準
の審査の過程において免震重要棟だけで許可を取得することは困難と判断。そのため、
原子炉建屋内に緊急時対策所を追加設置し、条件に応じた免震重要棟の活用方法につい
て審査を受ける方針であった。
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【当社の問題点】

《2015年2月審査会合》

「一部の基準地震動に対して・・・満足しない」との表現を用いて、他の基準地震動に対しては新規制基準に適
合するかのような説明となったこと。

「2014年の解析」の結果を示さなかったこと。

《2017年2月14日審査会合》

「2014年の解析」を、適切な説明もなく提示したこと。

免震重要棟が新潟県中越沖地震レベルの地震に耐えることを端的に説明できなかったこと。

他の関係者が問題を防ぐことができなかったこと。

全体概要② 2

【対策】

当社の審査対応体制が、本社内の複数の部と発電所にまたがり、多数の組織が参加する検討体制であったことか
ら、その連携に齟齬をきたしたこと、各々の責任感が希薄になったことが、本件の直接原因。具体的には、プロ
ジェクトマネージャがグループマネージャ級であり、全体を統括して技術を統合する強い指導力を発揮できな
かったこと、各組織の管理者が細分化された分掌範囲の検討に終始し、全体のあるべき姿を追及するという意識
に欠けていたことが原因であった。そのため、以下の対策を実施する。

プロジェクトマネージャの責任と権限を明確にし、強い指導力を発揮できるようにする。

各技術分野の単位で、本社と発電所を統括する技術統括責任者を明確にし、プロジェクトマネージャの後ろ盾と
なるとともに、各技術分野内の組織管理者の連携を強化する。

許認可対応を行う原子力設備管理部長のもとで技術統括責任者が頻度よく集まり、全体の技術統合のステアリン
グ、リスク管理等を行うとともに、その状況を原子力部門の役員(原子力・立地本部長)に適宜報告することで、
原子力部門全体としての連携を強化する。

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

問題の概要

2013年の柏崎刈羽６、７号炉設置許可変更申請時には、免震重要棟を緊急時対
策所としていた。

その後の審査の過程において、免震重要棟だけで許可を取得することは困難と
判断し、原子炉建屋内に緊急時対策所を追加設置することとした。

原子炉建屋内に緊急時対策所を設けることとなったとはいえ、免震重要棟は新
潟県中越沖地震相当の地震には十分に耐える設備であることから、条件に応じ
た免震重要棟の活用方法について審査を受ける方針とした。

しかしながら、本年２月14日の審査会合において、免震重要棟が新潟県中越沖
地震に十分耐えること、過去の免震重要棟の耐震解析の有効性について的確な
説明を行うことができなかったことから、免震重要棟の耐震性と当社の説明の
信頼性に大きな疑義を持たれることとなった。

3
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経緯 4

2009年12月 新潟県中越沖地震相当の地震に耐える設備として、免震重要棟竣工。

2013年7月 新規制基準発効

2013年9月 6、7号炉設置許可変更申請時には、免震重要棟は基準地震動に基づく評価ではなく、「免震機
能により十分な耐震性を確保する」と記載。

2013年12月 免震重要棟建屋基礎下に基準地震動を入力した解析を実施し、7つの基準地震動のうち5つでは
許容値を満足しないことを確認。

2014年4月 地盤改良を含めた耐震補強策検討のため、免震重要棟下の地盤データではなく、1号炉原子炉
建屋下の地盤データを用いて、解放基盤表面を仮定して基準地震動を入力した解析を実施。結
果、7つの基準地震動全てにおいて許容値を満足しないことを確認。

2014年11月 審査会合にて、3号炉原子炉建屋内に緊急時対策所を設置することを説明。

2015年2月 審査会合にて、「非常に大きな長周期地震動に対して、一部の基準地震動に対しては通常の許
容値を満足しない」と2013年解析結果に基づき説明（2014年解析は技術的妥当性が低いと考
えたもの）。3号炉原子屋内に緊急時対策所を設置し、免震重要棟と多様化を図る案を提案。

2016年11月 緊急時対策所を3号炉から5号炉に変更。

2017年2月14日 審査会合にて、緊急時対策所の位置付けについて説明する中で、免震重要棟だけでは新規制基
準を満足することが難しいことを説明するため、2013年と2015年会合では説明に用いなかっ
た2014年の解析結果を説明。

⇒これまでの「一部の基準地震動に耐えられない」という説明と異なる部分がある
ため、事実関係と審査対応で今後同様の問題を生じさせないための対策を説明する
ように規制庁から指示される。

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

<2015年2月の審査会合>
《問題点》

「一部の基準地震動に対して・・・満足しない」との表現を用いて、他の基準地震動に対しては
新規制基準に適合するかのような説明となった。

《原因》

⇒ 説明資料を作成した担当者、および資料を確認した担当者は、当初の申請内容を改めて原子炉建
屋内に緊急時対策所を追加設置する理由を説明する目的の資料であるため、基準地震動のいくつ
かに対して免震重要棟が許容値を超えることを説明すればよいと考えていた。

《問題点》

「2014年の解析」の結果を説明しなかった。

《原因》

⇒ 2014年の解析が以下の理由により、計算自体が正しい結果を示していないことから、お伝えす
るには適切ではないと考えた。

①免震重要棟下とは異なる１号炉原子炉建屋下の地盤データを用いていたこと。

②変形が４ｍ以上と、極端に大きな結果となっており解析の信頼性が劣っていると考えたこと。

当社の問題点とその原因分析① 5
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<2017年2月14日の審査会合>
《問題点》

2015年の説明に用いなかった「2014年の解析」を、適切な説明もなく提示した。

《原因》

⇒ 今回の審査会合では、部分的ではあっても、基準地震動への適合性が論点になると認識していたため、これまで
に得られていた解析結果を提示すべきと考えた。その際、「2014年の解析」の妥当性について十分な吟味をし
なかった。そのため、技術的に問題があるとの認識が共有されないまま、結果がある以上提示すべきと考えた。

《問題点》

免震重要棟が新潟県中越沖地震レベルの地震に耐えることを端的に説明できなかった。

《原因》

⇒ 免震重要棟が設計時に通常の建築基準法の要求以上の厳しい条件に対して評価していることは承知していたが、
新潟県中越沖地震レベルに対して耐えるためには、それだけでは不十分と考えた。かつ、十分と説明できる情報
を知らなかった。

《問題点》

他の関係者が問題を防ぐことができなかった。

《原因》

⇒ 「2014年の解析」を採用していなかった理由を説明する必要性に気付いた者もいたが、説明の参考情報であっ
たので資料を準備したのが審査会合の直前であり、問題を事前に共有して説明を準備することができなかった。
新潟県中越沖地震の質問の回答でも、担当者が質問の意図を取り違えていることに気が付いた者もいた。しかし、
専門の担当者が説明していたことから、何か理由があると考え、発言をためらった。

当社の問題点とその原因分析② 6
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対策

当社の審査対応体制が、本社内の複数の部と発電所にまたがり、多数の組織が参加する
検討体制であったことから、その連携に齟齬をきたしたこと、各々の責任感が希薄に
なったことが、本件の直接原因。具体的には、プロジェクトマネージャがグループマ
ネージャ級であり、全体を統括して技術を統合する強い指導力を発揮できなかったこと、
各組織の管理者が細分化された分掌範囲の検討に終始し、全体のあるべき姿を追及する
という意識に欠けていたことが原因であった。そのため、以下の対策を実施する。

プロジェクトマネージャが、担当案件の技術統合に責任と権限を有することを明確にし、
強い指導力を発揮できるようにする。

各技術部門（安全技術、電気・機械技術、土木技術、建築技術）の単位で本社と発電所
を統括する技術統括責任者を明確にし、プロジェクトマネージャの後ろ盾となるととも
に、各技術分野内の組織管理者の連携を強化する。

許認可対応を行う原子力設備管理部長のもとで技術統括責任者が頻度よく集まり、全体
の技術統合のステアリング、リスク管理等を行うとともに、その状況を原子力部門の役
員（原子力・立地本部長）に適宜報告することで、原子力部門全体としての連携を強化
する。

7
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【設計概要】

免震重要棟は、設計当時最大規模の積層ゴムを採用するなど、日本でもトップ
クラスの耐震性能を有している。

また、免震建屋の性能の一つでもある許容水平変位も75cmと大きく、一般の
免震建屋に比べても高い耐震性能を有している設計となっている。

一方、地震時の居住性は、国が定める「建築基準法告示波」の1.5倍の地震動
に対しても、上部構造の応答加速度が1/3～1/4となっている。

【参考】免震重要棟 建屋概要

免震重要棟外観パース

8

【免震重要棟概要】
・延床面積：3,970㎡ 地上２階
・構造種別：ＳＲＣ造（一部Ｓ造）
・入力地震動（設計用）：告示基盤波、既往波、サイト観測波（①、②）

①1号炉基礎マット観測記録に基づく検討
②観測小屋の観測記録に基づく検討

・免震装置目標変形量：75cm以下
・免震層クリアランス：85cm
・免震装置：鉛プラグ入り積層ゴム1,500φ×8基、剛すべり支承32基

免震重要棟は、新潟県中越沖地震の経験を踏まえた緊急時対策拠点として２００９年に設置。

建築基準法の１．５倍の地震動および中越沖地震の観測記録を基に設計しており、中越沖地震クラ
スの地震には十分耐えられる。

２０１１年の東日本大震災の際にも、福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所で緊急時
対策所として機能した。

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

【2013年解析】

基準地震動Ss-1~7を免震重要棟建屋
基礎下に直接入力して評価。

【2014年解析】

建屋基礎下の地盤改良を含む耐震補強
策の検討のため、解放基盤表面を仮定
して、基準地震動Ss-1~7を入力し評
価。

西山層以深の地盤データは近接する1
号炉原子炉建屋下のデータを使用。

【参考】2013年および2014年の解析モデル 9

転
用
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2016 年度低レベル放射性廃棄物の輸送計画の変更について 

 
 

2017 年 2 月 23 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2016 年度の低レベル放射性廃棄物の日本原燃株式会社低レベル放射性廃

棄物埋設センター（青森県六ヶ所村）向けの輸送について、このたび、輸送数量の計

画を変更いたしましたのでお知らせいたします。 

 

今回の変更は、日本原燃株式会社から、低レベル放射性廃棄物埋設センターに設

置されている埋設クレーンの不具合が発生し、輸送物の受入れができない、との連

絡を頂いたことから、2016年３月に予定していた輸送を取り止めたものです。 

 

 今後の輸送計画につきましては、別途検討してまいります。 

 

・2016 年度 低レベル放射性廃棄物輸送計画 

（変更前） 

輸送時期 輸送数量 輸送容器型式・個数 搬出先 搬出元 

7 月 1,264 本 ＬＬＷ－2型 158 個 
日本原燃株式会社 

（青森県六ヶ所村） 

柏崎刈羽 

原子力発電所 

３月 1,912 本 ＬＬＷ－2型 239 個 
日本原燃株式会社 

（青森県六ヶ所村） 

柏崎刈羽 

原子力発電所 

輸送容器１個あたり廃棄体８本収納 

 

（変更後） 

輸送時期 輸送数量 輸送容器型式・個数 搬出先 搬出元 

7 月 1,264 本 ＬＬＷ－2型 158 個 
日本原燃株式会社 

（青森県六ヶ所村） 

柏崎刈羽 

原子力発電所 

3 月 輸送なし 

7 月分については、輸送が完了しております。 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 メディア・コミュニケーショングループ 03-6373-1111（代表） 
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【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 0257-45-3131（代表） 

（お知らせメモ） 

 

中央制御室床下における水平分離板に係る点検状況について 

 

2017 年 2 月 23 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

  当所は現在、1,2,3,6 号機の中央制御室床下において、水平分離板の設置状況       

について点検を進めておりますが、2 月 21 日時点までの点検状況は以下の通りです。 

 

【点検状況】 

号機 点検の進捗率 不適合是正枚数 点検計画・実績 

１号機 92％ 0 枚 1 月 25 日～3 月中旬 

２号機 0％ 0 枚 2 月下旬～3 月下旬 

３号機 100％ 0 枚 点検終了 

６号機 96％ 0 枚 1 月 26 日～2 月下旬 

 

【特記事項】 

・2 月 20 日に 3 号機中央制御室床下の垂直分離板点検を行っていた際、異なる区分を

跨ぐケーブル 5 本を確認いたしました。（2017 年 2 月 21 日お知らせ済） 
その後、当該ケーブル 5 本については、2 月 21 日に跨ぎの解消を行っております。 

 
・2016 年 11 月 22 日に 7 号機中央制御室床下のトレイ下部において安全区分を貫通し 
て敷設されていたケーブルが確認された事象の水平展開として、2 月 28 日より 5 号 
機の中央制御室床下の点検を行ってまいります。 

   

以 上 
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廃炉・汚染水対策の概要 ２０１７年２月２３日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

燃料デブリ
取り出し

原子炉施設の解体等

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

保管／搬出燃料取り出し
燃料取り出し
設備の設置

瓦礫撤去、
除染

「汚染水対策」の３つの基本方針と主な作業項目

保管／搬出
燃料デブリ
取り出し

解体等
設備の設計
・製作

シナリオ
・技術の検討

１、２号機 ３号機 ４号機

方針１．汚染源を取り除く

～汚染水対策は、下記の３つの基本方針に基づき進めています～

方針２．汚染源に水を近づけない

方針３．汚染水を漏らさない

③地下水バイパスによる地下水汲み上げ

④建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ

⑤凍土方式の陸側遮水壁の設置

⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装

⑦水ガラスによる地盤改良

⑧海側遮水壁の設置

⑨タンクの増設（溶接型へのリプレイス等）

多核種除去設備（ALPS）等
• タンク内の汚染水から放射性物質を除去しリスクを低
減させます。

• 多核種除去設備に加え、東京電力による多核種除去設
備の増設（2014年９月から処理開始）、国の補助事
業としての高性能多核種除去設備の設置（2014年
10月から処理開始）により、汚染水（RO濃縮塩水）
の処理を2015年5月に完了しました。

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水
について、多核種除去設備での処理を進めています。

(高性能多核種除去設備)

凍土方式の陸側遮水壁
• 建屋を陸側遮水壁で囲み、建屋への地下水流入を抑制します。
• 2016年3月より海側及び山側の一部、2016年6月より山側
の95%の範囲の凍結を開始しました。2016年12月より、山
側未凍結箇所7箇所のうち2箇所の凍結を開始しました。

• 2016年10月、海側において海水配管トレンチ下の非凍結箇
所や地下水位以上などの範囲を除き、凍結必要範囲が全て0℃
以下となりました。

海側遮水壁

• １～４号機海側に遮水壁を設置し、汚染された地下水の
海洋流出を防ぎます。

• 遮水壁を構成する鋼管矢板の打設が2015年9月に、鋼
管矢板の継手処理が2015年10月に完了し、海側遮水
壁の閉合作業が終わりました。

(海側遮水壁)

プールからの燃料取り出しに向けて

（注１）事故により溶け落ちた燃料。

～４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しが完了しました。１～３号機の燃料取り出し、燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています～

（注３）配管などが入った地下トンネル。

号機ごとの燃料デブリ
取り出し方針の決定

①多核種除去設備等による汚染水浄化

②トレンチ(注３)内の汚染水除去

１号機：燃料取り出し開始 2020年度
２号機：燃料取り出し開始 2020年度
３号機：燃料取り出し開始 2018年度中頃
４号機：燃料取り出し完了 2014年

3号機燃料取り出し用カバー設置状況
西側ストッパ設置(2017/2/7)

原子炉格納容器内の状況把握／
燃料デブリ取り出し工法の検討等

（注２）

１～３号機

2018年度上半期

中長期ロードマップ改訂
（2015年6月）から
2年後目処

初号機の燃料デブリ
取り出し方法の確定

（注２）

( )
凍結管バルブ
開閉操作の様子

３号機の使用済燃料プールからの燃料取り出
しに向け、燃料取り出し用カバーの設置作業
を進めています。
原子炉建屋オペレーティングフロアの線量低減対策とし
て、2016年6月に除染作業、2016年12月に遮へい体
設置が完了しました。2017年1月より、燃料取り出し用
カバーの設置作業を開始しました。

ストッパ

1



２号機原子炉格納容器内部調査結果
グレーチング脱落

スロット開口部

グレーチングの歪み

フラットバー

CRDレール端部

約280mm

CRDレールと
プラットホームの隙間
（約150～40mm）

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月、約15℃～約25℃※１で推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく

※２
、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ １～４号機原子炉建屋からの放出による被ばく線量への影響は、2017年1月の評価では敷地境界で年間0.00029ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ未満です。

なお、自然放射線による被ばく線量は年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ (日本平均)です。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取り組みの状況

３号機燃料取り出し用カバー等
設置工事の進捗

３号機原子炉注水量の
低減とデータ公開
建屋内汚染水の浄化促進に向け、

1号機と同様に、3号機原子炉への
注水量を毎時4.5m3から低減し、
2/22に目標注水量3.0m3へ達し
ました。原子炉圧力容器等の温度
は想定範囲内で推移しています。
また、3号機原子炉への注水量低

減に先立ち、2/7から1～3号機原
子炉圧力容器底部温度等のプラン
トパラメータのリアルタイムデー
タ公開を開始し、1時間毎に温度等
の推移のグラフを更新しています。

１号機原子炉格納容器
内部調査に向けて

2015年4月に実施した、1階グレーチング上の調査結果
を踏まえ、ペデスタル外地下階へのデブリの広がり状況を
調査するため、

2号機原子炉格納容器ペデスタル※内のデブリ落下状況を調査す
るため、1/26,30にガイドパイプを用いた原子炉格納容器内部の
事前調査、2/9に自走式調査装置アクセスルート上の堆積物除去、
2/16に自走式調査装置を用いた格納
容器内部調査を行いました。

2016/3/31
凍結開始

4号機

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

1568/1568

凍結管設置 (本)

2015/11/9 凍結管設置完了

1533/1533*

取り出し完了燃料（体）

（2014/12/22燃料取り出し完了）

陸
側
遮
水
壁

＊：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を除く

燃料取り出し用カバー
協力企業棟運用開始
2/20より、協力企業が発電所

敷地内にある協力企業棟に順次
移転しています。
これにより、協力企業と東京

電力が密着した場所で執務する
ことで、発電所全体が一体と
なって廃炉作業に取り組める環
境となります。

陸側遮水壁の状況
陸側遮水壁（山側）は、未凍結7箇所を段階的に凍結閉合しています。

うち2箇所は12/3に凍結を開始し、補助工法を実施（2/8完了）した結
果、補助工法を実施した範囲は、０℃以下となっています。今後、残りの
5箇所のうち4箇所の凍結を開始する予定です。また、凍結に先立ち補助
工法を2/22から開始しています。
陸側遮水壁（山側）の効果は、

地下水位・建屋流入量・サブドレン
汲み上げ量・4m盤への地下水移動量
から、今後評価していきます。また、
陸側遮水壁（海側）についても
引き続き、評価を行ってまいります。

3号機の燃料取り出しに向けて、
燃料取り出し用カバー等設置工
事に1月より着手しました。2/
７に西側ストッパ、2/13に東側
ストッパの設置（吊り込み）が
完了しました。３月よりFHM
ガーダを設置する計画です。
引き続き、安全第一に作業を

進めてまいります。 ＜ストッパ設置状況＞

今回の一連の調査で、ペデスタル内の
グレーチングの脱落や変形、ペデスタル
内に多くの堆積物があることを確認しま
した。
得られた情報を評価し、燃料デブリ取

り出し方針の検討に活用していきます。

3号機

注水

構台

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

566体

遮へい体

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

圧力抑制室
(S/C)

注水

ベント管

トーラス
室

1号機

392体

建屋カバー鉄骨

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

使用済燃料
プール(SFP)

原子炉建屋(R/B)

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

2号機

615体ペ
デ
ス
タ
ル

3月に自走式調査
装置を投入します。
調査では、1階

グレーチングから
カメラ等を吊り下
ろし、地下階の状
況を確認する予定
です。 ＜調査イメージ＞

東側ストッパ

西側ストッパ

（参考）5号機のペデスタル内 ＜ペデスタル内部の状況＞※：原子炉圧力容器を支える基礎

１階グレーチング今回使用する
格納容器貫通孔
（X-100Ｂペネ）

原子炉
格納容器
(PCV)

ペデスタル

今回の調査範囲

CRDレール

作業員アクセス口

：想定アクセスルート

線量計＆
水中カメラ

カメラ及び
線量計の収納部

自走式調査装置
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１
号

２
号

３
号

４
号

主な取り組み 構内配置図

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

６
号

５
号

敷地境界

MP-1

MP-2

MP-3
MP-4

MP-5

※モニタリングポスト（MP-1～MP-8）のデータ

敷地境界周辺の空間線量率を測定しているモニタリングポスト(MP)のデータ（10分値）は0.503μSv/h～2.100μSv/h（2017/1/25～2/21）。

MP-2～MP-8については、空間線量率の変動をより正確に測定することを目的に、2012/2/10～4/18に、環境改善（森林の伐採、表土の除去、遮へい壁の設置）の工事を実施しました。

環境改善工事により、発電所敷地内と比較して、MP周辺の空間線量率だけが低くなっています。

MP-6については、さらなる森林伐採等を実施した結果、遮へい壁外側の空間線量率が大幅に低減したことから、2013/７/10～７/11にかけて遮へい壁を撤去しました。

MP-6

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

陸側遮水壁の状況

２号機原子炉格納容器
内部調査結果

３号機原子炉注水量の
低減とデータ公開

協力企業棟運用開始

１号機原子炉格納容器
内部調査に向けて

３号機燃料取り出し用カバー等
設置工事の進捗状況
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単位：ベクレル/リットル、ＮＤは検出限界値未満を表し、（　）内に検出限界値を示す。

各地点の値は、「福島第一港湾内、放水口、護岸の詳細分析結果」の最新値。

告示濃度限度：実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則に定める告示濃度限度（別表第２第六欄：周辺監視区域外の水中の濃度限度）

１．福島第一原子力発電所周辺における海水分析結果（福島第一港湾外近傍）

 

5号機6号機
1号機 2号機 3号機 4号機

2017年 2月 26日０時現在

2017 年 2 月 26 日
東京電力ホールディングス株式会社

告示濃度限度

ＷＨＯ飲料水
水質ガイドライン

10

ｾｼｳﾑ
134

ｾｼｳﾑ
137

ﾄﾘﾁｳﾑ

10 10 10,000

【参考】基準値

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ
90

90 60,00060 30

：海側遮水壁

【港湾口東側】

セシウム134 ： ND(0.67) 2/20 採取
セシウム137 ： ND(0.64) 2/20 採取
全ベータ ： ND(18) 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/13 採取

【南防波堤南側】

セシウム134 ： ND(0.74) 2/20 採取
セシウム137 ： ND(0.69) 2/20 採取
全ベータ ： ND(18) 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/13 採取

【南放水口付近】

セシウム134 ： ND(0.71) 2/20 採取
セシウム137 ： ND(0.58) 2/20 採取
全ベータ ： 12 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.6) 2/20 採取

【港湾口南東側】

セシウム134 ： ND(0.71) 2/20 採取
セシウム137 ： ND(0.85) 2/20 採取
全ベータ ： ND(18) 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/13 採取

【港湾口北東側】

セシウム134 ：ND(0.71) 2/20 採取
セシウム137 ：ND(0.53) 2/20 採取
全ベータ ： ND(18) 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/13 採取

【北防波堤北側】

セシウム134 ： ND(0.63) 2/20 採取
セシウム137 ： ND(0.68) 2/20 採取
全ベータ ： ND(18) 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/13 採取

【5,6号機放水口北側】

セシウム134 ： ND(0.50) 2/20 採取
セシウム137 ： ND(0.68) 2/20 採取
全ベータ ： 10 2/20 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/20 採取
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単位：ベクレル/リットル、ＮＤは検出限界値未満を表し、（　）内に検出限界値を示す。

各地点の値は、「福島第一港湾内、放水口、護岸の詳細分析結果」の最新値。

告示濃度限度：実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則に定める告示濃度限度（別表第３第六欄：周辺監視区域外の水中の濃度限度）

２．福島第一原子力発電所周辺における海水分析結果（福島第一港湾内）

 

2017年 2月 26日０時現在
2017 年 2 月 26 日
東京電力ホールディングス株式会社

告示濃度限度

ＷＨＯ飲料水
水質ガイドライン

10

ｾｼｳﾑ
134

ｾｼｳﾑ
137

ﾄﾘﾁｳﾑ

10 10 10,000

【参考】基準値

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ
90

90 60,00060 30

：海側遮水壁

5号機6号機
1号機 2号機 3号機 4号機

【港湾口】

セシウム134 ： ND(0.62) 2/24 採取
セシウム137 ： 0.58 2/24 採取
全ベータ ： ND(15) 2/24 採取
トリチウム ： ND(1.5) 2/13 採取

【港湾内東側】

セシウム134 ： ND(0.21) 2/24 採取
セシウム137 ： 0.61 2/24 採取
全ベータ ： ND(17) 2/24 採取
トリチウム ： ND(2.0) 2/13 採取

【港湾内南側】

セシウム134 ： ND(0.31) 2/24 採取
セシウム137 ： 0.65 2/24 採取
全ベータ ： ND(17) 2/24 採取
トリチウム ： ND(2.0) 2/13 採取

【港湾内西側】

セシウム134 ：ND(0.32) 2/24 採取
セシウム137 ： 0.57 2/24 採取
全ベータ ： ND(17) 2/24 採取
トリチウム ： ND(2.0) 2/13 採取

【6号機取水口前】

セシウム134 ：ND(0.56) 2/24 採取
セシウム137 ：ND(0.63) 2/24 採取
全ベータ ： ND(17) 2/24 採取
トリチウム ： 2.9 2/20 採取

【物揚場前】

セシウム134 ： ND(0.52) 2/24 採取
セシウム137 ： 0.58 2/24 採取
全ベータ ： ND(17) 2/24 採取
トリチウム ： ND(1.8) 2/20 採取

【港湾内北側】

セシウム134 ： ND(0.33) 2/24 採取
セシウム137 ： 0.48 2/24 採取
全ベータ ： ND(17) 2/24 採取
トリチウム ： ND(2.0) 2/13 採取

【港湾中央】

セシウム134 ： ND(0.96) 2/24 採取
セシウム137 ： 1.5 2/24 採取
全ベータ ： ND(15) 2/24 採取
トリチウム ： ND(1.5) 2/13 採取
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2 0 1 7 年 3 月 1 日 

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

 

 

委員ご質問への回答 

池野委員 

Ｑ．これまでに東京電力から公開された資料を見ている中で、気になった点があ

りました。 

教えて頂きたい点は下記の点です。 

2010 年 11 月 25 日に東京電力のサトウガクさんが、英語で公表された資料の

21 ページに「Max 1223gal」という数字が記載されています。平成 20 年 6 月

3 日に開催された第 5 回新潟県地震地質地盤に関する小委員会の資料 34 ペー

ジでの説明では出てこなかった数値です。 

7 号機地下で計測された「356 ガル」はサトウさんが作成された資料にも

「Max356 ガル」と記載されているので恐らく「1223 ガル」あったと捉えるべ

きようにも感じます。このあたりの数値の違いを東京電力よりご説明いただけ

ないでしょうか？ 

また、とても重要なことが記載されているようなので 日本語版の同じ資料を

配布していただけないでしょうか？ 

また、第 5 回新潟県地震地質地盤に関する小委員会の議事録を拝見している

と石橋委員がピーク値だけでも「993 ガル」という記述があるのですが、当日

配布された資料を拝見しても「993 ガル」という数値が記載されていないので

すが、どの部分で「993 ガル」あったのでしょうか？ 

以上、東京電力に質問させて頂きます。よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 



Ａ． 

〇委員ご指摘の弊社佐藤の資料は、2010 年 11 月 25 日に新潟工科大学で開催さ

れた「第 1回柏崎国際原子力耐震安全シンポジウム」のセッションで発表した

もので、会議用に作成した資料のため日本語版はありません。 

 

〇ご質問の中にある 3つの加速度値については、2007 年 7 月 30 日公表の 

「柏崎刈羽原子力発電所における平成 19 年新潟県中越沖地震時に取得された

地震観測データの分析に係る報告（第一報）について」でまとめて示していま

す。（2007 年 8 月 1 日の地域の会定例会でも配布） 

 

〇ご指摘の数値は、それぞれ異なる場所・条件下で得られた観測記録の東西方向

（ＥＷ）の最大加速度値です。 

 

356 ガル：7号機 原子炉建屋 地下３階（基礎版上）（下図●） 

      （地盤に埋め込まれた大きな建物の中：建物と地盤の相互作用の 

影響を含んだ値） 

 

993 ガル：1号機 地盤系地中（解放基盤表面※に近い観測点（G10））（下図●） 

      （地下深くから伝わってくる波（上昇波）だけでなく、一度地盤の 

上部まで伝わってから地表面等で反射してくる波（下降波）の影 

響も含んだ値） 

      ※解放基盤表面：地下深くの固い岩盤面。1 号機は地下 284 メートルの位置に設定。 

 

1223 ガル：5号機 地震観測小屋（地表面）（下図●） 

      （地表の小さな建物の中：浅い地下構造の影響を含んだ値） 

 

 

 

 

 

 

〇「356 ガル」と「1223 ガル」の比較は、地表付近の揺れと、損傷が確認されて

いない原子炉建屋など安全上重要施設での揺れを比較する目的で示したもので

す。 

 

〇なお、当社は、地質調査と地震観測記録の分析から、発電所敷地への影響が大

きい活断層の特定ならびに敷地の地下構造による影響の把握を行い、基準地震

動（Ss）を策定し（1～4号機側で最大 2300 ガル）、耐震安全性を評価してい

ます。 

以 上 

地表面 ５号機 地震観測小屋 

７号機 原子炉建屋 地下３階 

１号機 地盤系地中 

（基礎版上） 

（解放基盤表面に近い観測点） 


